
農中総研　調査と情報　2020.9（第80号）32

寄　稿

消費者は、①生産量の増加による食料自給率
の向上、②農産物輸出入バランスの改善、③
日本の食文化を海外へ普及、④世界各国への
対日理解の醸成、が指摘できる。
以上の点を踏まえて、わが国における農林

水産物・食品の輸出動向をみると、19年の輸
出額は9,121億円（前年比0.6%）であり、13年か
ら７年連続での増加傾向を実現しているもの
の、未だに１兆円の壁を打ち破れず隘

あい

路
ろ

とな
っている。
品目別の動向をみると、18年以降は加工食品

が最大輸出品目の座に位置している。輸出に
関連する新聞等報道では、和牛をはじめ米、り
んご・ぶどう等果実の取り組みがクローズア
ップされる機会が見受けられているが、日本
酒を中心としたアルコール飲料および、ソー
ス混合調味料、味噌、醤油が輸出を牽引してい
るのが実情である。これらの品目は、日本酒
を除き原料の輸入依存度が高く、政府の期待
する波及効果とは異なる展開を示していよう。
主要輸出相手国・地域をみると、上位５か

国・地域（香港、中国、アメリカ、台湾、韓国）
のうち、４か国・地域が東アジアに立地して
おり、輸出額をみると過半数を占めている。
その中でも香港、台湾、中国の中華圏のみで
50%程度のシェアを維持しており、重要なマ
ーケットであると指摘できる。
さらに、新たな事象として19年に発生した

COVID-19（新型コロナウイルス感染症）以降の
輸出動向についても触れておこう。20年上半
期（１～６月）の輸出額は4,120億円（前年同期比
△8.2%）と減少している。主要輸出相手国・地

周知の通り、政府による「我が国農林水産
物・食品の総合的な輸出戦略」（2007）におい
て、輸出額の目標を１兆円と掲げたことが契
機となり、輸出促進の機運が高まっている。
その後も前述の目標達成に向け、「和食」のユ
ネスコ無形文化遺産への登録（2013）にはじま
り、「グローバル・フードバリューチェーン戦
略」（2014）、「農林水産業の輸出力強化戦略」
（2016）および「農林水産物輸出インフラ整備
プログラム」（2016）、「日本食品海外プロモー
ションセンター」（2017）、「農林水産物・食品
輸出プロジェクト（GEP）」（2018）、「農林水産
物・食品の輸出拡大のための輸入国規制への
対応等に関する関係閣僚会議」「農林水産物及
び食品の輸出の促進に関する法律」（2019）等
を立て続けに策定又は設置等の積極的な取組
姿勢が示されている。
このような急ピッチで広範囲にわたる体制

整備が行われているにも関わらず、円高や震
災・原発事故等の影響を受けたことに伴い、
2008年以降輸出額が１兆円に到達した年はな
く、達成年の改訂を幾度も繰り返し、現在に
至っている。
ここで、政府が農林水産物・食品輸出の拡

大を推進する理由を整理すると、生産者およ
び消費者（国民全体）の双方へのメリットの享
受に期待していることが指摘できる。生産者
は、①販路拡大に伴う所得向上および国内価
格が下落した際のリスク軽減という直接的な
効果、②海外輸出を通じた国産品のブランド
イメージの向上、農家経営の意識改革による
地域経済の活性化という間接的な効果である。
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夫が必要な段階にシフトしている（日本産農林
水産物・食品というネームバリューのみではキ

ラーコンテンツにはなりにくい状態）。要する
に、輸出相手国・地域において、他国産だけ
でなく、国内他産地との差別化の実現が、成
否を分けるポイントとなっている。
最後に今後の展望について述べていこう。

産地や食品企業における持続的発展の起爆剤
として農林水産物・食品輸出に期待を抱いて
いる経済界・マスコミの論調について、総論
は筆者も理解できないわけではない。しかし
ながら、その各論をみていくと主体や産地に
ついての具体的な言及が少なく、農林水産業
や食品産業の実態を鑑みると乖

かい

離
り

が拡大して
いるのではなかろうか。このような事象を鑑
みて、輸出拡大や安定供給を実現するために
は、産地および消費地の実態を踏まえた上で
の輸出に取り組む事業主体に対する客観的な
提言や実現性のあるプランニング、プロジェ
クトの提案が求められている。
それ故、各地の優良事例や消費地（輸出相手

国・地域）のデータを蓄積し、具体的な検証を
行う段階に差し掛かっているものと考えられ
よう。ただし、これらの改善点を都道府県や
市町村の協議会、農業協同組合等が単体で全
て担うことは不可能であることは容易に想定
され、複数の自治体、協議会、関連機関、企
業等を含めた連携した取り組みが望まれる。
今後の農林水産物・食品輸出の持続的な発

展を実現させるためには、野菜・果実、畜産
物等の加工食品以外の品目の増加という点が
喫緊に克服すべき課題であろう。このことは、
日本産農林水産物・食品の輸出が限られた点
的な輸出から面的な輸出へシフトが促されて
いる局面に差し掛かっていることを示してい
るのではないだろうか。

（いしつか　さとし）

域では香港（輸出額に占める構成比21.3%、前年
同期比△13.1%）、アメリカ（13.1%、△13.5%）、
品目では林産物、水産物の減少が確認できる。
香港においては、民主化デモによる混乱とい
う感染症以外の事象も影響している。しかし
ながら、中国（18.3%、4.7%）、台湾（10.1%、3.6%）
および（20年に入り韓国を抜いて第５位の輸出相
手国・地域となった）ベトナム（6.0%、16.7%）の
ように影響が少なく、増加傾向を示している
国・地域や品目（農産物のうち、加工食品、畜
産品、穀物等）の存在という明るいトピックも
確認できている。下半期にこれらの国・地域、
品目を中心に需要の喚起を実現できなければ、
20年も輸出額１兆円が再度未達成となる可能
性が高まることが容易に想定できよう。
以上の通り、本稿において最近の農林水産

物・食品輸出動向の特徴を明示したものの、
後述の通り幾つかの課題も存在している。第
１に最大輸出相手国・地域である香港（約700
万人）は、日本国内よりも人口が少なく、富裕
層が消費者の中心という限定されたマーケッ
トである点を留意しなければならない。第２
に現時点の農林水産物・食品輸出は、優良事
例であってもほとんどの事業主体は総販売額
に占める輸出比率は僅かなシェア（帯広川西地
域の長いもや一部の酒造業者の日本酒を除き大

半は10%未満）であり、近年の積極的な輸出推
進により数多くの産地や事業者が参入するこ
とが可能となったことに起因して、さらなる
細分化が促進された結果、国内市場以上の産
地間競争が発生している。
それに加えて、ブルーオーシャンと称され

ている中華圏のマーケット（消費市場）におい
ても、日本産農林水産物・食品は内外価格差
の存在から高額な価格設定が回避できにくい
ため、輸出のメリットを継続して享受するに
は輸出主体（産地、企業）による販売戦略の工
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